
令和５年度県産品攻めの海外展開促進・強化事業
（デジタルツール活用促進補助金） 補助対象例

デジタルツール活用促進補助金の補助対象となる事例です。

今回の事例は，補助金を使用して作成したものではございません。また，あくまで一例であり掲載企業の
利用を勧めるものではありません。

鹿児島県庁販路拡大・輸出促進課
令和５年９月

補助対象 例１）越境ＥＣサイトへの出展費用等（Shopeeは除く）

①商材ニーズの調査費

②モール出典代行委託費

③出店代行費

④越境ECサイト代行費

⑤マーケティング代行費

⑥独立型越境ＥＣ（自社ＥＣ）の作成費 等

採択基準

補助に当たっては，次の各号に掲げる基準を総合的に勘案し，充足性の高いものから予算の範囲内で
採択するものとする。

(1) 事業の新規性

・デジタルツールを活用した新たな海外への販路開拓に向けた取組を行う事業内容となっているか。

・海外への販路開拓に向けた明確なビジョン・目的があるか。

(2) 事業計画の実現可能性

事業計画が具体的かつ明確なものであるか及び実施スケジュールが明確に設定されているか。

(3) 積算根拠の明確性

事業を実施する際に必要となる経費の積算が妥当かつ具体的な内容であるか。

(4) 事業の継続性

デジタルツールを活用した販売力・商談力のノウハウを習得し，補助事業完了後もそのノウハウを活かし
た商談会等への参加，ＥＣサイトの運営が見込まれるか。
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補助対象 例２）ＥＣサイト外国語対応改修
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補助対象 例３）外国語ＰＲ動画作成

補助対象 例４）越境EC活用人材育成
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